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議案第３６号 

 

令和８年度 総社市下水道事業会計予算 

 

（ 総 則 ） 

第１条 令和８年度 総社市下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 

（ 業務の予定量 ） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

（１）処理面積                  1,354 ㏊ 

   （２）水洗化人口                 48,500 人 

   （３）年間総処理水量             4,790,000 ㎥ 

   （４）主要な建設改良事業 

       管渠整備事業             226,780 千円 

       処理場整備事業            744,400 千円 

 

（ 収益的収入及び支出 ） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

 

収                入 

第１款  下水道事業収益           2,060,360 千円 

 第１項 営 業 収 益             902,900 千円 

  第２項 営 業 外 収 益           1,097,570 千円 

  第３項 特 別 利 益            59,890 千円 

 

支                出 

第１款  下水道事業費用           1,932,000 千円 

  第１項 営 業 費 用           1,778,940 千円 

第２項 営 業 外 費 用             133,200 千円 

第３項 特 別 損 失               1,500 千円 

第４項 予 備 費              18,360 千円 

 

 

 

 

 

 



（ 資本的収入及び支出 ） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額 569,170 千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額 13,000 千円，過年度分損益勘定留保資金 114,007 千円，当年度分損

益勘定留保資金301,048千円並びに減債積立金141,115千円で補てんするものと

する。）。 

 

収                入 

第１款  資 本 的 収 入           1,402,430 千円 

 第１項 企 業 債             666,400 千円 

  第２項 国庫（県）補助金             412,500 千円 

第３項 受益者負担金              12,000 千円 

  第４項 受益者分担金               1,800 千円 

  第５項 特 別 分 担 金               1,500 千円 

  第６項 工 事 負 担 金                 455 千円 

第７項 他会計負担金              90,320 千円 

第８項 他会計補助金             130,038 千円 

第９項 出  資  金            87,417 千円 

 

支                出 

第１款  資 本 的 支 出           1,971,600 千円 

  第１項 建 設 改 良 費            979,680 千円 

第２項 企業債償還金             971,200 千円 

第３項 投 資             1,200 千円 

 第４項 予 備 費             19,520 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 66 -



 

（ 債務負担行為 ） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定め

る。 

事項 期間 限度額 

水洗便所改造資金利子補給 

総社市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給

要綱により，公共下水道に接続するため既設便所を水洗

便所に改造することに要する資金を貸し付けた融資機

関に対し，貸付実行日から償還年限までの貸付利率（年

５％以内）に相当する利子補給 

水洗便所改造資金を貸し付け

た融資機関に対する損失補償 

総社市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給

要綱により，公共下水道に接続するため既設便所を水洗

便所に改造することに要する資金を貸し付けた融資機

関に対し，融資した融資額の損失金額 

総社下水処理場外電気設備工

事 

令和 8年度から 

令和 9年度まで 
 520,000 千円 

 

（ 企業債 ） 

第６条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定め

る。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道

事   業 
666,400 千円 

普通貸借 

又は 

証券発行 

（登録債） 

5.0％以内 

(ただし，利率見
直し方式で借り
入れる資金につ
いて，利率の見直
しを行った後に
おいては当該見
直し後の利率） 

政府資金については，そ
の融資条件により，銀行
その他の場合には，その
債権者と協定するところ
による。 
なお，財政の都合により

繰上償還を行い，若しく
は償還年限を短縮し，又
は低利債に借り換えるこ
とができる。 

 

（ 予定支出の各項の経費の金額の流用 ） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定

める。 

（１）消費税及び地方消費税納付金に不足が生じた場合における営業費用及び営

業外費用の間 
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（ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ） 

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用

し，又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経な

ければならない。 

（１）職員給与費          77,880 千円 

 

（ 他会計からの補助金 ） 

第９条 下水道事業運営資金等に充当するため一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は，530,299 千円である。 

 

 

  令和８年２月２４日 提出 

 

                総社市長 片 岡 聡 一 
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令和８年度　総社市下水道事業会計予算

           付     属     説     明     書
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　　　　令和８年度　総社市下水道事業会計予算実施計画

（単位　千円)

 予定額 備　　　考

1 下 水 道 事 業 収 益       2,060,360

1 営 業 収 益          902,900

1 下 水 道 使 用 料          840,500

2 他 会 計 負 担 金            62,108

5 そ の 他 営 業 収 益                292

2 営 業 外 収 益       1,097,570

1 受 取 利 息             1,998

2 他 会 計 負 担 金            17,517

3 他 会 計 補 助 金          400,261

4 長 期 前 受 金 戻 入          677,772

6 雑 収 益                  22

3 特 別 利 益            59,890

3 そ の 他 特 別 利 益            59,890

（単位　千円)

 予定額 備　　　考

1 下 水 道 事 業 費 用       1,932,000

1 営 業 費 用       1,778,940

1 管 渠 費            61,840

2 ポ ン プ 場 費            46,680

3 処 理 場 費          580,440

5 総 係 費          111,160

6 減 価 償 却 費          974,320

7 資 産 減 耗 費             4,500

2 営 業 外 費 用          133,200

1 支 払 利 息          119,400

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 納 付 金

           13,000

3 雑 支 出                800

3 特 別 損 失             1,500

5 そ の 他 特 別 損 失             1,500

4 予 備 費            18,360

1 予 備 費            18,360

款 項 目

款 項 目

支　　　　出

収益的収入及び支出

収　　　　入
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（単位　千円)

 予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 1,402,430

1 企 業 債          666,400

1 企 業 債 666,400

2 国庫（県）補助金          412,500

1 国 庫 補 助 金          412,500

3 受 益 者 負 担 金            12,000

1 受 益 者 負 担 金 12,000

4 受 益 者 分 担 金             1,800

1 受 益 者 分 担 金 1,800

5 特 別 分 担 金             1,500

1 特 別 分 担 金             1,500

6 工 事 負 担 金                455

1 工 事 負 担 金                455

7 他 会 計 負 担 金            90,320

1 他 会 計 負 担 金 90,320

8 他 会 計 補 助 金          130,038

1 他 会 計 補 助 金 130,038

9 出 資 金            87,417

1 出 資 金 87,417

（単位　千円)

 予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出       1,971,600

1 建 設 改 良 費          979,680

1 管 渠 整 備 費 226,780

2 ポ ン プ 場 整 備 費 8,500

3 処 理 場 整 備 費          744,400

2 企 業 債 償 還 金          971,200

1 企 業 債 償 還 金          971,200

3 投 資             1,200

1 基 金             1,200

4 予 備 費            19,520

1 予 備 費            19,520

支　　　　出

款 項 目

款

資本的収入及び支出

収　　　　入

項 目
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（単位　千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

固定資産除却費 4,500

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,830

賞与等引当金の増減額（△は減少） 80

長期前受金戻入額

その他特別利益

受取利息

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入 337,730

一般会計からの繰入金による収入 220,358

基金の積立による支出 △ 1,200

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

一般会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（△は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

186,813

974,320

1,998

令和８年度  総社市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
  （令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

7,063

638,933

△ 1,998

119,400

565,919

87,417

881,767

△ 971,200

△ 217,383

315,848

△ 677,772

666,400

11,371

△ 545,517

△ 119,071

△ 59,890

81,587

521,860
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１．総        括

※期末手当，勤勉手当及び法定福利費には，賞与等引当金繰入額を含む。

※予算説明書に計上している賞与等引当金繰入額の合計額5,280千円の内訳は，期末手当2,410千円，勤勉手当1,990千円，

　 法定福利費880千円である。

100

200

△ 100

管理職員住　居 通　勤

手　当

830

900

△ 70

扶　養

手　当

640

840

△ 200

給 与 費 明 細 書

 手　当※ 計

手　当 手  当

（単位　千円）

区分

職員数 給　　　　　与　　　　　費   法　定※

合　　　計
特別職 一般職

報　　酬 給　　料 福利費
（人） （人）

70,160

本　年　度 0 9 0 38,440 26,540

前　年　度 0 10 0 42,680 27,480

△ 940 △ 5,180 △ 770

64,980 12,900 77,880

　期　末※ 　勤　勉※ 休  日

13,670 83,830

比　　　　較 0 △1 0 △ 4,240

勤  務 特別勤務

△ 5,950

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区　分

管理職 特  殊 時 間 外

手　当 手　当手　　　当

児　童

勤  務

6,000 7,270 300

勤 務 手 当 手　当 手　当 手  当

08,750650

前年度 1,840 1,000 3,000

本年度 1,000 1,000

比較 △ 840 0 3,000

990

△ 340 △ 1,260 △ 990 0 △ 140

10,010 8,260 300 140
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２．給料及び手当の増減額の明細

区 分

千円 千円

給料 給与改定に伴う 1,303 給与改定の状況

増減分 給料の改定率　　　　　3.39 ％

給与改定実施時期　令和7年4月1日

昇給に伴う増加分 314 平均昇給率　　0.82　　％

その他の増減分 △ 5,857 職員数の異動状況

手当 制度改正に伴う

増減分

その他の増減分 △ 940 扶養手当

管理職手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

管理職員特別勤務手当

児童手当

△1,260千円

△990千円

△100千円

△140千円

△200千円

△840千円

△340千円

3,000千円

△70千円

－1人

その他

増

減

△ 940

９人

現に在職する

前

年

度

０人

人事異動等に
よるもの

増減額

△ 4,240

区

分

増 減 事 由 別 内 訳 備                  考

１０人

説　  明

　前年度

計
職 員 数

－1人

本

年

度

９人

９人０人

１人
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３．給料及び手当の状況
　(1)　職員１人当たり給与

　(2)　初  任  給

　(3)　級別職員数

　（級別の基準となる職務）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

主事 主事 主任 係長 課長補佐 課長

　　  　 計 9 　 100.0 　

6 　

238,700 円

3 　 2 　

22.2 　

3 　

1 　

401,756 円

1 人 11.1 ％

208,400 円

平 均 年 齢

45.4 歳

一般会計の制度

区                                              分

1 級

3 級

4 　

3 　

大 学 卒

行　　政　　職

238,700 円

363,244 円

行     政     職

構  成  比

47.3 歳

391,478 円

359,000 円

　　  　 計

行     政     職

33.4 　

22.3

平 均 年 齢

令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

高 校 卒

平 均 給 料 月 額

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在

職員数

平 均 給 与 月 額

208,400 円

6 　 33.3 　

9 　

区                    分
行             政             職

級

区 分

3 　

3 　

4 　

5 　

2 　

33.3 　

100.0 　

33.3

11.1 　

令　和　８　年　１　月　１　日　現在

令　和　７　年　１　月　１　日　現在

区    　　　　　      分

行   　   政　      職
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(4)  昇給

職員数

昇給に係る職員数

職員数

昇給に係る職員数

(6)　期末手当・勤勉手当

(7)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

月分 月分 月分 月分

(8)　その他の手当

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

区分

扶養手当

一般会計の制度との異同 差    異    の    内    容

同            じ

支給率等
24.586875 47.70947.70933.27075

区分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
その他の

加算措置等
備考

区分
支給期別支給率

支給率計

６月 １２月

比率　　　（B) / （A)

(5)  特殊勤務手当

区                     分 行  政  職

9 　

本年度

2.60

2 　

同            じ

有

100.0 ％

2 　

2 　

通 勤 手 当

100.0 ％

7 　

6 　

88.9%

9 人

7 　

住 居 手 当 同            じ

88.9 ％

9 人

9 　

４号給

100.0

9,259

職制上の段階，
職務の級等による

加算措置
備考

9,259

 4.6 月分

 2.325 月分

 2.3 月分  2.3 月分

 2.325 月分

前年度

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ 令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

100.0

 2.325 月分  2.325 月分  4.65 月分一般会計の制度

 4.65 月分 有

有

行　政　職

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 下 水 処 理 業 務 手 当 ・ 徴 収 手 当

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 ( 円 ）

9 人

8 　

本年度

前年度

全  職  種

2.60

比率　　　（B) / （A)

（A)

（B）

２号給

区　　　　　　　　分 合　計

9 人

8 　

2 　

6 　

33.27075 47.709 47.709
（2％～45％加算）

（A)

（B）

２号給

４号給
号給数別内訳

号給数別内訳

定年前早期退職特例措置一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875
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期間 金額 期間 金額

0
令和８年度
から

令和９年度
520,000 281,000 239,000

総社下水処理場外電
気設備工事

520,000

総社市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給要綱により，公共下水道に接続す
るため既設便所を水洗便所に改造することに要する資金を貸し付けた融資機関に対し，
貸付実行日から償還年限までの貸付利率（年５％以内）に相当する利子補給

総社市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給要綱により，公共下水道に接続す
るため既設便所を水洗便所に改造することに要する資金を貸し付けた融資機関に対し，
融資した融資額の損失金額

水洗便所改造資金利
子補給

水洗便所改造資金を
貸し付けた融資機関に
対する損失補償

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令和８年度
から

令和９年度
372,528

左の財源内訳

令和5年度
から

令和７年度

当該年度以降
の支払義務
発生予定額

総社下水処理場維持
管理委託

限度額

前年度末
までの支払義務
発生（見込）額

排水設備等関連業務 60,000 令和７年度 10,010
令和８年度
から

令和１１年度

（単位　千円）

事項

650,000 277,4720

49,990 0 0 49,990

国庫
補助金

企業債 その他

277,472 0

608,410 497,700 90
総社下水処理場脱水
設備更新工事

1,307,000 令和７年度 200,800
令和８年度
から

令和９年度
1,106,200
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令和８年度　総社市下水道

（ 収 益 的 収 入 ）

本年度予定額
前　年　度

当初予定額

1 下 水 道 事 業 収 益 2,060,360 2,036,410

1 営 業 収 益 902,900 877,250

1 下 水 道 使 用 料 840,500 765,300

2 他 会 計 負 担 金 62,108 111,648

5 そ の 他 営 業 収 益 292 302

2 営 業 外 収 益 1,097,570 1,103,970

1 受 取 利 息 1,998 196

2 他 会 計 負 担 金 17,517 7,205

3 他 会 計 補 助 金 400,261 407,356

4 長 期 前 受 金 戻 入 677,772 689,191

6 雑 収 益 22 22

3 特 別 利 益 59,890 55,190

3 そ の 他 特 別 利 益 59,890 55,190

款 項 目
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事業会計予算説明書

（単位　千円）

比較増減 本年度予定額 説　　　明

23,950 2,060,360

25,650 902,900

75,200 840,500

1 下 水 道 使 用 料 840,500 下水道・農業集落排水処理施設使用料

△ 49,540 62,108

1 一 般 会 計 負 担 金 62,108
地方公営企業法第17条の2の規定による雨水処理
に要する経費に係る一般会計からの負担金

△ 10 292

1 手 数 料 292 督促手数料等

△ 6,400 1,097,570

1,802 1,998

1 預 金 利 息 1,998 普通預金利息等

10,312 17,517

1 一 般 会 計 負 担 金 17,517
地方公営企業法第17条の2の規定による雨水処理
に要する経費以外に係る一般会計からの負担金

△ 7,095 400,261

1 一 般 会 計 補 助 金 400,261
地方公営企業法第17条の3の規定による一般会計
からの補助金

△ 11,419 677,772

1 長 期 前 受 金 戻 入 677,772 長期前受金戻入

0 22

1 雑 収 益 22 電柱敷使用料

4,700 59,890

4,700 59,890

1 そ の 他 特 別 利 益 59,890 企業債償還に係る一般会計繰入金未収益化分

節
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（ 収 益 的 支 出 ）

本年度予定額
前　年　度

当初予定額

1 下 水 道 事 業 費 用 1,932,000 1,935,800

1 営 業 費 用 1,778,940 1,805,500

1 管 渠 費 61,840 127,820

2 ポ ン プ 場 費 46,680 37,580

3 処 理 場 費 580,440 548,350

款 項 目
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比較増減 本年度予定額

△ 3,800 1,932,000

△ 26,560 1,778,940

△ 65,980 61,840

6 備 消 耗 品 費 48 消耗器材及び作業用工具器具等購入費

11 委 託 料 38,441 下水道管清掃，家屋等事後調査業務等委託料

13 賃 借 料 102 土地賃借料

14 修 繕 費 3,400 マンホール，取付ます等修繕費

17 材 料 費 700 マンホール蓋，取付ます蓋等材料費

18 補 償 費 5,000 家屋等工事損失補償費

22 工 事 請 負 費 14,000 管路更生工事等

23 保 険 料 149 下水道賠償責任保険料

9,100 46,680

6 備 消 耗 品 費 20 消耗器材及び作業用工具器具等購入費

8 光 熱 水 費 107 従量電灯料等

10 通 信 運 搬 費 339 電話回線等使用料

11 委 託 料 18,201 運転管理業務等委託料

13 賃 借 料 1,608 遠隔監視サービス等使用料

14 修 繕 費 3,050 ポンプ場施設修繕費

15 動 力 費 23,300 ポンプ場施設動力費

17 材 料 費 50 ポンプ場施設修繕用材料費

23 保 険 料 5 下水道賠償責任保険料

32,090 580,440

1 給 料 9,270 一般職給

2 手 当 5,270

扶養手当 400           

特殊勤務手当 200           

時間外勤務手当 1,000         

通勤手当 250           

期末手当（一般職員） 1,430         

期末手当（会計年度任用職員） 420           

勤勉手当（一般職員） 1,160         

勤勉手当（会計年度任用職員） 360           

休日勤務手当 50             

3 法 定 福 利 費 3,490

共済組合負担金 2,940         

会計年度任用職員法定福利費 550           

4 旅 費 90 会計年度任用職員費用弁償

6 備 消 耗 品 費 2,804 消耗器材及び作業用工具器具等購入費

7 燃 料 費 80 公用車用燃料費

8 光 熱 水 費 1,368 従量電灯料等

10 通 信 運 搬 費 1,505 電話回線等使用料

11 委 託 料 390,580 運転管理業務等委託料

12 手 数 料 8,100 水質検査等手数料

節 説　　　明

（単位　千円）
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本年度予定額
前　年　度

当初予定額

5 総 係 費 111,160 117,540

款 項 目
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比較増減 本年度予定額

13 賃 借 料 168 電子複写機賃借料

14 修 繕 費 9,920 処理場施設修繕費

15 動 力 費 109,892 処理場施設動力費

16 薬 品 費 33,800 処理用薬品費

17 材 料 費 450 処理場施設修繕用材料費

20 報 酬 2,000 会計年度任用職員報酬

23 保 険 料 65 下水道賠償責任保険料等

25 公 課 費 28 無線局再免許申請用収入印紙

27 賞与等引当金繰入額 1,560 賞与等引当金

△ 6,380 111,160

1 給 料 21,970 一般職給

2 手 当 13,830

扶養手当 240           

管理職手当 1,000         

住居手当 650           

特殊勤務手当 600           

時間外勤務手当 3,000         

通勤手当 390           

期末手当（一般職員） 3,350         

期末手当（会計年度任用職員） 840           

勤勉手当（一般職員） 2,800         

勤勉手当（会計年度任用職員） 710           

休日勤務手当 150           

管理職員特別勤務手当 100           

3 法 定 福 利 費 7,920

共済組合負担金 6,820         

会計年度任用職員法定福利費 1,100         

4 旅 費 350 会計年度任用職員費用弁償等

5 被 服 費 50 作業服等被服費

6 備 消 耗 品 費 318 事務用備消耗品費

7 燃 料 費 100 公用車用燃料費

10 通 信 運 搬 費 70 携帯電話使用料

11 委 託 料 5,211

12 手 数 料 1,279 口座振替等手数料

13 賃 借 料 1,545 企業会計システム使用料

19 負 担 金 45,170 下水道使用料収納業務等負担金

20 報 酬 4,000 会計年度任用職員報酬

21 報 償 費 700 受益者負担金報奨金

23 保 険 料 17 自動車損害共済保険料等

27 賞与等引当金繰入額 3,720 賞与等引当金

29 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4,910 貸倒引当金

節

企業会計システム保守業務等委託料

（単位　千円）

説　　　明
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本年度予定額
前　年　度

当初予定額

6 減 価 償 却 費 974,320 949,710

7 資 産 減 耗 費 4,500 24,500

2 営 業 外 費 用 133,200 111,850

1 支 払 利 息 119,400 104,450

13,000 6,600

3 雑 支 出 800 800

3 特 別 損 失 1,500 0

5 そ の 他 特 別 損 失 1,500 0

4 予 備 費 18,360 18,450

1 予 備 費 18,360 18,450

款 項 目

消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 納 付 金

2

- 86 -



比較増減 本年度予定額

24,610 974,320

1 有 形 固 定 資 産 974,320
減 価 償 却 費 建物減価償却費 77,430

構築物減価償却費 690,620

機械及び装置減価償却費 205,280

車両運搬具減価償却費 960

工具、器具及び備品減価償却費 30

△ 20,000 4,500

1 固 定 資 産 除 却 費 4,500 有形固定資産除却費

21,350 133,200

14,950 119,400

1 企 業 債 利 息 119,400

財政融資資金 42,300       

地方公共団体金融機構 32,500       

銀行等 44,600       

6,400 13,000

13,000 消費税及び地方消費税納付見込み額

0 800

1 そ の 他 雑 支 出 800 過年度還付金

1,500 1,500

1,500 1,500

1 そ の 他 特 別 損 失 1,500 国庫補助金の返還金

△ 90 18,360

△ 90 18,360

1 予 備 費 18,360

節 説　　　明

消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 納 付 金

1

（単位　千円）
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（ 資 本 的 収 入 ）

本年度予定額
前　年　度

当初予定額

1 資 本 的 収 入 1,402,430 1,183,350

1 企 業 債 666,400 617,900

1 企 業 債 666,400 617,900

2 国庫 （県 ）補 助金 412,500 233,750

1 国 庫 補 助 金 412,500 233,750

3 受 益 者 負 担 金 12,000 16,000

1 受 益 者 負 担 金 12,000 16,000

4 受 益 者 分 担 金 1,800 1,850

1 受 益 者 分 担 金 1,800 1,850

5 特 別 分 担 金 1,500 1,900

1 特 別 分 担 金 1,500 1,900

6 工 事 負 担 金 455 497

1 工 事 負 担 金 455 497

7 他 会 計 負 担 金 90,320 88,337

1 他 会 計 負 担 金 90,320 88,337

8 他 会 計 補 助 金 130,038 138,376

1 他 会 計 補 助 金 130,038 138,376

9 出 資 金 87,417 84,740

1 出 資 金 87,417 84,740

款 項 目
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（単位　千円）

比較増減 本年度予定額 説　　　明

219,080 1,402,430

48,500 666,400

48,500 666,400

1 企 業 債 666,400 公共下水道事業債

178,750 412,500

178,750 412,500

1 国 庫 補 助 金 412,500 社会資本整備総合交付金等

△ 4,000 12,000

△ 4,000 12,000

1 受 益 者 負 担 金 12,000 公共下水道事業に係る受益者負担金

△ 50 1,800

△ 50 1,800

1 受 益 者 分 担 金 1,800
公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事
業に係る受益者分担金

△ 400 1,500

△ 400 1,500

1 特 別 分 担 金 1,500 農業集落排水事業に係る特別分担金

△ 42 455

△ 42 455

1 工 事 負 担 金 455 取付ます設置工事に伴う工事負担金

1,983 90,320

1,983 90,320

1 一 般 会 計 負 担 金 90,320
地方公営企業法第17条の2の規定による一般会計
からの負担金

△ 8,338 130,038

△ 8,338 130,038

1 一 般 会 計 補 助 金 130,038
地方公営企業法第17条の3の規定による一般会計
からの補助金

2,677 87,417

2,677 87,417

1 一 般 会 計 出 資 金 87,417
地方公営企業法第18条の規定による一般会計から
の出資金

節
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（ 資 本 的 支 出 ）

本年度予定額
前　年　度

当初予定額

1 資 本 的 支 出 1,971,600 1,693,400

1 建 設 改 良 費 979,680 714,950

1 管 渠 整 備 費 226,780 328,670

2 ポ ン プ 場 整 備 費 8,500 11,500

3 処 理 場 整 備 費 744,400 374,280

4 固 定 資 産 購 入 費 0 500

2 企 業 債 償 還 金 971,200 960,900

1 企 業 債 償 還 金 971,200 960,900

3 投 資 1,200 800

1 基 金 1,200 800

4 予 備 費 19,520 16,750

1 予 備 費 19,520 16,750

款 項 目
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比較増減 本年度予定額

278,200 1,971,600

264,730 979,680

△ 101,890 226,780

1 給 料 7,200 一般職給

2 手 当 5,370

特殊勤務手当 200           

時間外勤務手当 2,000         

通勤手当 190           

期末手当（一般職員） 1,560         

勤勉手当（一般職員） 1,320         

休日勤務手当 100           

3 法 定 福 利 費 2,260 共済組合負担金

6 備 消 耗 品 費 170 消耗器材及び作業用工具器具等購入費

7 燃 料 費 200 公用車用燃料費

11 委 託 料 21,000 管路調査業務等委託料

14 修 繕 費 400 公用車修繕費

19 負 担 金 39,893 水道移設工事等負担金

22 工 事 請 負 費 150,200 汚水管埋設等工事請負費

23 保 険 料 69 自動車損害共済保険料

25 公 課 費 18 自動車重量税等

△ 3,000 8,500

14 修 繕 費 8,500 ポンプ場施設修繕費

370,120 744,400

11 委 託 料 714,400

14 修 繕 費 30,000 処理場施設修繕費

△ 500 0

3 工具、器具及び備品購入費 0

10,300 971,200

10,300 971,200

1 企 業 債 償 還 金 971,200

財政融資資金 372,500     

地方公共団体金融機構 297,100     

銀行等 301,600     

400 1,200

400 1,200

1 基 金 1,200 基金積立金

2,770 19,520

2,770 19,520

1 予 備 費 19,520

説　　　明

（単位　千円）

総社下水処理場脱水設備更新工事等委託料

節

- 91 -



 



(単位    千円）

1  営　　業　　収　　益

（１） 下 水 道 使 用 料 694,543

（２） 他 会 計 負 担 金 62,470

（５） そ の 他 営 業 収 益 396 757,409

2  営　　業　　費　　用

（１） 管 渠 費 50,836

（２） ポ ン プ 場 費 32,619

（３） 処 理 場 費 479,763

（５） 総 係 費 96,463

（６） 減 価 償 却 費 948,030

（７） 資 産 減 耗 費 21,529 1,629,240

営 業 損 失 871,831

3  営　　業　　外　　収　　益

（１） 受 取 利 息 2,206

（２） 他 会 計 負 担 金 6,422

（３） 他 会 計 補 助 金 433,459

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 676,445

（６） 雑 収 益 30 1,118,562

4  営　　業　　外　　費　　用

（１） 支 払 利 息 104,922

（３） 雑 支 出 694 105,616 1,012,946

経 常 利 益 141,115

5 特　　別　　利　　益

（３） そ の 他 特 別 利 益 32,194 32,194 32,194

当 年 度 純 利 益 173,309

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 286,041

     令和７年度   総 社 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書
      （令和７年４月１日から 令和８年３月３１日まで）

112,732
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（単位    千円）

1 固 　  定 　  資   　産

（１）

イ 土 地 1,422,505

ロ 建 物 4,812,173

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,120,469 1,691,704

ハ 構 築 物 38,249,154

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,656,608 18,592,546

ニ 機 械 及 び 装 置 15,055,827

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,098,711 2,957,116

ホ 車 両 運 搬 具 4,325

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,918 2,407

ヘ 工具、器具及び備品 34,535

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,716 1,819

ト 建 設 仮 勘 定 300,525

24,968,622 24,968,622

（２）

イ 基 金 287,550

287,550

25,256,172

2 流     動     資     産

（１） 565,919

（２） 239,173

△ 27,911 211,262

777,181

26,033,353

 令和７年度    総社市下水道事業予定貸借対照表
  （令和８年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

未 収 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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（単位    千円）

3

（１） 8,048,510

（２） 100

8,048,610

4

（１） 971,200

（２） 448,531

（３） 4,849

（４） 376

（５）

イ 6,442

6,442

1,431,398

5

（１） 32,813,985

△ 20,852,872

11,961,113

21,441,121

6 2,883,687

7

（１）

イ 711,219

ロ 64

ハ 711,221

1,422,504

（２）

イ

286,041
286,041

1,708,545

4,592,232

26,033,353

流 動 負 債

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

資 本 の 部

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

当 年 度 未 処 分

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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(単位    千円）

1  営　　業　　収　　益

（１） 下 水 道 使 用 料 764,092

（２） 他 会 計 負 担 金 62,108

（５） そ の 他 営 業 収 益 292 826,492

2  営　　業　　費　　用

（１） 管 渠 費 51,584

（２） ポ ン プ 場 費 40,448

（３） 処 理 場 費 507,698

（５） 総 係 費 96,961

（６） 減 価 償 却 費 974,320

（７） 資 産 減 耗 費 4,500 1,675,511

営 業 損 失 849,019

3  営　　業　　外　　収　　益

（１） 受 取 利 息 1,998

（２） 他 会 計 負 担 金 17,517

（３） 他 会 計 補 助 金 400,261

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 677,772

（６） 雑 収 益 22 1,097,570

4  営　　業　　外　　費　　用

（１） 支 払 利 息 119,400

（３） 雑 支 出 728 120,128 977,442

経 常 利 益 128,423

5 特　　別　　利　　益

（３） そ の 他 特 別 利 益 59,890 59,890

6 特　　別　　損　　失

（５） そ の 他 特 別 損 失 1,500 1,500 58,390

当 年 度 純 利 益 186,813

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 327,928

     令和８年度   総 社 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書
      （令和８年４月１日から 令和９年３月３１日まで）

141,115
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（単位    千円）

1 固 　  定 　  資   　産

（１）

イ 土 地 1,422,505

ロ 建 物 4,812,173

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,197,899 1,614,274

ハ 構 築 物 38,386,651

減 価 償 却 累 計 額 △ 20,347,228 18,039,423

ニ 機 械 及 び 装 置 15,085,808

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,303,991 2,781,817

ホ 車 両 運 搬 具 4,325

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,878 1,447

ヘ 工具、器具及び備品 34,535

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,746 1,789

ト 建 設 仮 勘 定 960,059

24,821,314

（２）

イ 基 金 288,750

288,750

25,110,064

2 流     動     資     産

（１） 881,767

（２） 243,253

△ 27,924 215,329

1,097,096

26,207,160

 令和８年度    総社市下水道事業予定貸借対照表
  （令和９年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
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（単位    千円）

3

（１） 7,743,784

（２） 100

7,743,884

4

（１） 971,126

（２） 741,551

（３） 5,178

（４） 376

（５）

イ 6,560

6,560

1,724,791

5

（１） 33,242,156

△ 21,370,133

11,872,023

21,340,698

6 3,116,030

7

（１）

イ 711,219

ロ 64

ハ 711,221

1,422,504

（２）

イ

327,928
327,928

1,750,432

4,866,462

26,207,160

流 動 負 債

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

資 本 の 部

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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財務諸表等に係る注記 

 

1．重要な会計方針 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

・減価償却の方法       定額法による。 

・主な耐用年数 

建物 ８年～５０年 

構築物 １０年～５０年 

機械及び装置 ６年～２０年 

車両運搬具 ４年 

工具、器具及び備品 ２年～１５年 

 

 （２）引当金の計上方法 

① 賞与等引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の

支出に備えるため，当事業年度末における支給見込額等に基づき，当事業年度の負担に

属する額（12 月から 3 月までの４ヵ月分）を計上している。 

② 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。 

③ 退職給付引当金 

        退職手当は，一般会計がその全部を負担することになっているため，計上していない。 

 

 （３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

2．予定貸借対照表関連 

 （１）企業債の償還に係る他会計の負担 

① 令和７年度予定 

貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内

に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 1,714,168 千円で

ある。 

② 令和８年度予定 

貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内

に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 1,532,872 千円で

ある。 
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3．セグメント情報 

 （１）報告セグメントの概要 

下水道事業会計は，公共下水道事業，特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水

事業を運営しており，各事業の運営方針等を決定していることから，報告セグメントを３つとし

ている。 

なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公 共下水道 事 業 公共下水道事業の処理区域における汚水及び雨水の処理 

特定環境保全 

公共下水道事業 
特定環境保全公共下水道事業の処理区域における汚水の処理 

農業集落排水事業 農業集落排水事業の処理区域における汚水の処理 

 

 （２）報告セグメントごとの営業収益等                            （単位：千円） 

項目 公共下水道事業 
特 定 環 境 保 全 

公共下水道事業 

農業集落 

排水事業 
合計 

営業収益 ７３５，１１２ １４，０９２ ７７，２８８ ８２６，４９２ 

営業費用 １，３５３，５６５ ５０，９５９ ２７０，９８７ １，６７５，５１１ 

営業損益 △６１８，４５３ △３６，８６７ △１９３，６９９ △８４９，０１９ 

経常損益 １１４，０５８ ２１，０２６ △６，６６１ １２８，４２３ 

資産 ２１，１７７，００５ ９１４，１３０ ４，１１６，０２５ ２６，２０７，１６０ 

負債 １７，７０４，９６３ ６３２，３８７ ３，００３，３４８ ２１，３４０，６９８ 

その他の項目     

他会計繰入金 ３９４，３３９ ３５，３２９ ５０，２１８ ４７９，８８６ 

減価償却費 

資産減耗費 

７９８，３４０ 

４，０００ 

２９，０２０ 

０ 

１４６，９６０ 

５００ 

９７４，３２０ 

４，５００ 

受取利息 １，９９８ ０ ０ １，９９８ 

支払利息 

特別利益 

特別損失 

１０３，７００ 

０ 

１，５００ 

６，０００ 

３８，３３０ 

０ 

９，７００ 

２１，５６０ 

０ 

１１９，４００ 

５９，８９０ 

１，５００ 

有形固定資産

の増減額 

１６，６５１ △２９，０２０ △１３４，９３９ △１４７，３０８ 
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4．その他の注記 

（１）引当金の取崩し額 

① 令和７年度予定 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を

支出するため，賞与等引当金 6,530 千円を使用する見込みである。 

② 令和８年度予定 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を

支出するため，賞与等引当金 6,345 千円を使用する見込みである。 
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